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その具体例を，筆者のバーミンガムにおける 20 年から 201 年の約 1年に渡る若年ホームレス支
援ボランティアの経験，ロンドンにおける 202 年の現地調査，そして 201 年春のバーミンガム，
シェフィールドの現地調査から紹介するものである。
1960 年代からホームレスの議論が盛んになり， 197 年の［ホームレス法J 制定につながってい






19 年には約 2 万人， 207 年には約 1万 850 人と減少し，最新の調査の結果によると 201 年
1月では約 l万 30 人となっている I）。これは， 202 年に地方自治体にホームレスの自立支援の
ための実施計画の策定を義務づけた「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が制定され，


















たちを厚生労働省は「住居喪失者J と呼んでいるが，岩田 3）は厚生労働省の言う「住居喪失者J は
要するにホームレスのことである，と指摘している。
一方，イギリスではホームレス議論が盛んになったのが 1960 年代であり， 197 年には「住居法
(Housing Act) J もしくは「ホームレス（生活者）法（Homels Persons Act ）」とも呼ばれる法律
（以下ホームレス法）が制定され ホームレス対策が具体的に展開されてきた。その後ホームレス
法は 1985 年， 196 年， 202 年に改正されている。そして 197 年には，政権を奪回した労働党
のブレア政権が社会的排除対策室（Social Exclusion Unit ）を設け，その対策室が最初に課題とした


















199 年から約 10 年間のイギリス滞在中，ボタンタリー・セクターでの活動にボランティアとして
幾度か参加し，対象者と時間を共有する中で，ホームレス状態になった若年者たちの実情を知るに
至り，本研究課題に対する問題意識を深めていった。従って本稿では筆者のバーミンガムにおける
200 年から 201 年の約 1 年に渡る若年ホームレス支援ボランティアの経験，ロンドン，ケンブ




「欧州連合」（European Unio /EU ）におけるホームレスの状態とは，欧州規模のNGO としてEU の
公式諮問機関となっている「ホームレス生活者とともに活動する各国諸組織の欧州連合体（European
Fedration of National Organisations working with the Hornels /FEANTSA ）」が 202 ～206 年の調査
を基に作成した指標によると，以下の4 つにまとめられる 6 ）。
1 ：屋根のない状態で野宿状態（roflesnes ），緊急宿泊施設にいる状態も含む
2 ：ホームレスのための宿泊施設 中・長期滞在施設を利用している状態（houselsnes)
3 ：不安定な住居に住んでいる状態 (living in insecure housing ）：一時的な宿泊場所，賃貸住宅に
いるが恒久的な住居を確保できていない
4 ：不適切な住居に住んでいる状態 (living in inadequate housing ）：住居に適していない，または
住民が過密した状態にいる






















の支援団体であるクライシスによる 209 年の路上での全国調査によると 推定ではイングランド
全体でも約 50 人弱の規模だという。そのなかでもセントラルロンドンが飛びぬけて多く，そのほ
かの都市はバーミンガムが4 人 シェフィールドが 3 人であったへ
2. 2 イギリスにおける社会政策としてのホームレス問題












197 年の保守党への政権交代に伴い 政策変更が行われ 1980 年代に入ってホームレス支援の
ための予算が削減された。その結果 1980 年代後半から特にロンドンで野宿者が急増し， 190 年に
は野宿者の多くいる地域に集中的に資金を投入し施設を開設，野宿者の数を減らすことを目的とし
た「野宿者優先プログラム（Rough Slepers Initiative /RSI) 」が開始された。また，特別対策として
若年ホームレス生活者の現状とその支援 5 













り成り立っているのが特色であり 求職者手当は失業給付と所得補助を統合したものである m 。18
歳から 24 歳までの求職者手当を受けている若年失業者や 25 歳以上の長期失業者が，アドバイザー
の協力による 4 カ月の就職活動によっても仕事が見つからない場合は 半年間一時的に民間企業や




















「野宿者対策室」による野宿者削減の担い手としてアウトリーチ・チームCATs ( Contac and Ases-






ば 201 年に訪れたロンドンのセント・マンゴス（St. Mungo ’s）では， CATs が「インリーチ (I 町 each:
Service for the Homelsn ）」という 1 ×15 センチの 91 ページに及ぶ小冊子を配り情報提供をし












いるウィザウト・ウオール（Withou Wal ）という団体は 資金が潤沢でない。アウトリーチに使う
小冊子は作らず，代わりに名刺のような紙の両面に住所，電話番号，地図，支援の内容を書いたも
のを作り， 20 ペンスコイン（20 ペンスで一通話電話ができる） 1枚または 2 枚を一緒にして週に
1～2 田町の中心に専門ワーカーが出向き，路上生活者を見つけると渡すようにしていた。また図








CAP /Cathedrl Arche Project （右）（シェフィー ルド）











































近くにノース・ランべス・デイ・センター（North Lambeth Day Centre ）を運営している。一日に約
10 人が食事，シャワー，洗濯などのサービスを受けに訪れている。時間は午前 8 時半から午前 1













ング・アソシエーション（Housing Asociation ）である 18）。
セント・マンゴスは，ロンドンでホームレス支援をしてきた最大のボランタリー・セクターで，
196 年に路上生活者に食事の提供を始めた。その後同団体は 70 年代には使われていない建物を
ホステルとして利用する事業を広げ 1986 年には職業訓練雇用を作り出すためのプロジェクトな
ど，ホームレスへの総合事業を始めた。 190 年から精神障害者を持つ人のための居住施設， 195
年には重度アルコール患者用の特別ホステル， 197 年には高齢路上生活者専用のホステル， 19
年にはデイ・センターの運営が開始されている。 203 年度は，同団体はホステル等の事業を 70 以
上運営し，スタッフ数は 60 人以上に上るが，これらは，家賃収入，地方公共団体からの補助金，
中央政府からの補助金等との歳入により賄われている 19 ）。同団体により 7 か所のホステルが運営さ
れ， 1ホステルにつき定員は2 名から 120 名で， 17 歳以上の男女が入居でき，基本的には個室で，一




筆者は 201 ～202 年にイングランドの中部ロンドンに次ぐ第 2 の都市で産業革命の中心的都
市として工業の発展とともに繁栄とその後の表退を経験した人口約 10 万人のバーミンガムで，約
1年に渡って 16 ～25 歳の若年ホームレスのためのボランティアをしていた。ボランティアをする
には，まず町の中心にあるボランティアセンターに出向きインタビューを受け，その後 2 日間ト
レーニングを受け自分の興味のある分野で登録をしなければならない。登録の翌週，先述したウィ





























曜 日 時 問 帯
月 曜 日 1: 0 ～14: 0 18: 0 ～21: 0 
火曜 日 1: 0 ～14: 0 18: 0 ～21: 0 
水曜 日 * 10: 30 ～13: 30 18: 0 ～21: 0 ＊女性専用時間
木曜 日 1: 0 ～14: 0 18: 0 ～21: 0 
金曜 日 予約のみ（登録・またその後の相談が中心） 緊急時は受付
土曜 日 13: 0 ～19: 0 






L P r b
b
島































































































































































202 年までに野宿者の数を限りなく 0 にしたいと戦略を立て成功を収めたお）。また，今後に課題
は残すものの，過去 10 年間のホームレス政策の方向性が正しかったこと，政府が真剣に取り組んで
いることが評価されている加。
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Abstract 
This paper investigates how 'homelessness issues' , especially for the young, have been tackled in Eng-
land by the government in association with the voluntary sector. Homelessness became an issue of public con-
cern during the 1960s and the 'Homelessness Act' was enacted in 1977. After wrestling with subsequent 
homelessness problems for a long time, The Labour Party concluded that the 'rough sleeper' issue was the 
most crucial. Following their 1997 election victory government policies were based on the key concept of 
'social exclusion' which consequently has had a strong impact on all subsequent homeless concerns. As a re-
sult, a variety of support systems are practiced at the community level. This study explores community-based 
support for youth homelessness through the lens of volunteer experiences at a Drop-in centre during 2000 to 
2001 in Birmingham, and field researches carried out in London in 2002 and Birmingham and Sheffield in 
2010. English experiences of practical support for youth homelessness also provide useful insights into how 
similar support systems could operate in Japan. 
